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昭和20年 243021　， 一 一 肥料用尿素の生産は昭和23年に始まる
〃25 1，501，210 13，601一 尿素の輸出は昭和26年から始まる
〃30 2，128，720158，384 24，745
〃35 2422492，　　　　　　， 605878　， 190027　，
〃40 2488688，　　　　　　， 1，194，865684，991
〃　45 2210197，　　　　　　， 2，2呂3，1461450907，　　　　　　，
昭和41年に窒素換算で尿素生産は硫安生産
?ｱえる
ｺ和38年に窒素換算で尿素の輸出量：は硫安
ﾌ輸出量をこえる
ｺ和37年，尿素の輸出量は尿素の生産量の
T0％をこえる
〃50 1，920，072．982β502171425，　　　　　　，
農林省肥料要覧から渡辺作成
皿　　「無機化学」について
　この新著の中で著者は，頻繁に無機化挙及び有機化学という分類を用いている。これは
通産省の発表する産業統計において古くからこの分類が行なわれているという実際的な現
実からここを避けてとおりにくい分類である。しかし，この概念は，化学理論上用いられ
た分類であり，ドイツの化学者ケクレによれば，有機化学とは，単に炭素化合物の化学で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
あり，無機化学は，炭素を含まない化合物の化学という風に規定されている。
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　この区分は，今日の化学工業において利用されている化学技術を理解する上からは，と
くに重要な意味をもっていないのではないか。今日化学工業が総産業過程の中で担ってい
る商品の再生産は，一般的な産業材料の供給産業である。そこで再生産される化学物質は，
そのさまざまの物性によって従来存在した天然物を原料として生産された物質に代替的に
使用されるものである。だから，イ・エ・バルガが古くから述べているように，もっとも
ありふれた自然物から抽出，分離した元素又は分子を化学技術によって再構成したものが
化学製品である。その意味で，時代毎に中心になっている基幹的製品によって中間製品の
果たす役割が異る。それによって再生産過程における経済的役割が変化するのである。
　具体的な例でいえば，電解ソーダ工業は，明らかに原料塩を電気分解してソーダおよび
塩素を併産するという技術的構造をもつ無機化学工業の一分野であるが，第2次大戦後の
化学工業資本の展開過程の中では，それは，むしろ塩化ビニール樹脂の製造における塩素
又は塩酸の生産・供給という部分的な過程に変化している。したがって，下野教授のいわ
れる石炭化学工業の衰滅＝従属期においては石炭化学工業資本の，石油化学工業資本への
形態転換の過程において石油化学化のプロセス転換に追ずいして動かざるをえなかった分
野なのである。だから，従来，苛性ソーダに対して，従順ないし副産物的立場にあった併
産物塩素又は塩酸が，その資本形成過程での主たる役割を果している。このような考え方
からすると，1にのべたような資本の運動過程としてとらえた電解ソーダ工業は，日本の
石油化学工業化の中で明らかに従属的立場に立っている。いってみれば，現代石油化学工
業の成立過程の中で，無機・有機という化学理論上の区分は，産業分類としては，その区
分の意味をもたない，ということになりはしないか。
］V　輸出産業化と大規模化
　　大型化と行政指導
　アンモニア工業は，昭和26年以降，その企業の合理化行動は，著者の指摘するように原
料転換と大型化の二つにしぼられている。原料転換としては重油法からナフサ法へが中心
であり，その間に当時の日本水素工業㈱のコッパース式微粉炭ガス化方式の企業化と日本
瓦斯化学㈱の天然ガス法の2つが特殊な局面を示している。筆者がもし，この2つの局面
に注目されるならば，前者については，今日再びその技術がアメリカ合衆国で再検討され
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ているという現実の中でこの技術の工業化過程での崩壊をもっとつっこんだ研究を展開さ
れる意味があるのではないか。また後者の問題についてその後三菱瓦斯化学㈱と名前をか
えた同社が，アメリカ合衆国アラスカでの天然ガスからの尿素生産へ投資をふりむけた背
景について研究を展開することをおすすめしたい。それらは，日本のエネルギー資本とし
ての石炭鉱業資本の特殊な行動様式との関係に立入ることになろうし，後者については，
その後の石油危機の萌芽がその時期に日本の化学資本にどう受取られていたかの研究とし
て意昧のあるものとなろう。
　しかし，これらの個別資本の投資行動の解析のほかに，忘れてならないのは，この業界
のように，各社が，行政指導とよばれる肥料行政担当当局者による誘導行政がとられたこ
とである。同じような投資行動の展開を一せいに実施したり，一せいにブレーキをかけた
りする特殊な行動様式についての研究は，日本資本主義経済の研究にとって一つの典型的
な例を提供するものとなろう。アンモニア日産200トンの規模から，日産500トンをへて，
セントリフユーガル・コンプレッサーを中軸とする日産1000トンの規模への拡大は，一方
では，1950年代後半のいわゆる1ドル原油時代を現出した国際石油資本及びアメリカ政府
の行動と，もう一つは，東南アジア諸地域を自らの市場と考えた行政当局と，日本の化学
肥料資本の考え方が，このような急テンポな拡大を促進したという事実を明らかにしてみ
る必要があろう。
　このような世界情勢への判断と政策展開が通産行政当局と，企業首脳部による交流の中
から誕生した日本産業の特殊な土壌の解析にまで立入らなければ，日本の産業の基本的な
解明に入りこんだことにならないのではないか。
　下野教授のような若い俊英が，この分野にこの新著に示されたような情熱をもってアプ
ローチされることが，日本のこの分野の学問の前進のために期待される。
〔註〕
（1）アメリカの化学者アイザック・アシモフは，その教科書的著作AShort　History　of
Chemistry（邦訳化学の歴史）の中でこの点にふれてこういつている。「19世紀半ばには，
生物体の活性に基いて物質を有機物と無機物に分類する方法は旧式になってきたのも不思
議ではない」（邦訳120ページ）と。
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